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首都直下地震・南海トラフ巨大地震にどう備えるか

過去の災害教訓からみたレジリエンス向上の可能性
をめぐる論考  ～復興まちづくりにおける合意形成に着目して～
Possibilities for Improving Resilience: Lessons from Past Disasters

近年、災害発生後速やかに都市機能を回復する「レジリエンス」の概念の重要性

が高まっている。レジリエンスを実現する基本的な要素として、合意形成は非常に

重要なポイントであり、なかでも災害発生後速やかな復興過程を実現するための、

合意形成の仕組みの構築はきわめて重要である。

しかし、復興過程におけるまちづくりは平常時とは異なり、早期復興のためにス

ピードが重視されることや、被災者が他地域に避難して不在となること、事業準備

期間が長期になることで合意内容が変化すること等、より困難な問題が多い。

本稿では、阪神・淡路大震災や東日本大震災における住民合意形成プロセスにつ

いて、「復興計画」と「復興まちづくり事業」の２つを対象として具体的に紐解

き、改めて合意形成の観点から見た復興プロセスの課題を整理し、今後の方向性に

ついて検討した。

結果、「復興計画」では、特に東日本大震災ではきめ細やかな意見集約が行わ

れている一方で、それを実現するマンパワーの問題、被災直後に住民が都市のあ

り方全体について考慮することの難しさ等が大きな課題となっていることが明らか

となった。また、「復興まちづくり事業」では、合意形成の長期化による生活再建

の遅れや、都市全体としてのまちづくりのあり方と個別地域のまちづくりとの関係

性・連続性等が課題となっていることが明らかとなった。

今後、復興計画と平時のまちづくり計画との関係性の見直しや、復興まちづくりを円滑に進めるための平時

からの住民自治の取り組みなど、事前対策と連携した取り組みを進めて行くことが重要である。

Recent years have seen the growing importance of the concept of resilience, which for a city refers to the ability to quickly recover 
urban functions after a disaster. In achieving such resilience, consensus building is a vital fundamental factor. In particular, it is 
particularly important to construct a consensus building mechanism that enables a speedy post-disaster reconstruction processes. 
Unlike development activities in normal times, post-disaster redevelopment efforts involve difficult issues such as emphasis on 
speedy reconstruction, the absence of residents due to evacuation, and changes in agreements because of protracted preparation 
periods for various projects. This paper considers the process of consensus building among residents after the Great Hanshin-Awaji 
Earthquake and the Great East Japan Earthquake, with particular focus on reconstruction plans and urban redevelopment projects. 
This paper then summarizes issues associated with reconstruction processes in terms of consensus building and examines future 
directions. With regard to the reconstruction plans, the result shows that while opinions were meticulously gathered (especially in the 
case of the Great East Japan Earthquake), there were serious issues such as a lack of labor for realizing the proposed ideas and the 
difficulty for residents to contemplate, immediately after a disaster, a general picture of an ideal city. As for the urban redevelopment 
projects, major issues included delays in residents' resettlement due to prolonged consensus building processes and the relationship 
and consistency between development of the city as a whole and development of individual communities. For the future, it will be 
important to coordinate various activities with disaster preparation efforts by various means, such as reexamining the relationship 
between post-disaster reconstruction plans and development plans for normal times and encouraging community-level autonomous 
activities in normal times in order to achieve smooth post-disaster development.

中
井  

浩
司

K
ouji  N

akai

三菱UFJリサーチ＆コンサルティング
政策研究事業本部
公共経営・地域政策部
防災・リスクマネジメント研究室
主任研究員
Chief Research Analyst
Public Management & Regional 
Policy Dept.
Policy Research ＆ Consulting 
Division

国
友  

美
千
留

M
ichiru  K

unitom
o

三菱UFJリサーチ＆コンサルティング
政策研究事業本部
公共経営・地域政策部
防災・リスクマネジメント研究室
研究員
Researcher
Public Management & Regional 
Policy Dept.
Policy Research ＆ Consulting 
Division



首都直下地震・南海トラフ巨大地震にどう備えるか

2 季刊  政策・経営研究　2016  vol.1

近年、災害発生後に速やかに都市機能を回復するレジ

リエンスの概念が重要視されている。レジリエンスを実

現するための技術は、ハード・ソフトを通じてさまざま

なものが存在するが、そうした取り組みを支える要素と

しての合意形成は非常に重要なポイントとなる。なかで

も、災害発生後速やかな復興過程を実現するための、合

意形成の仕組みの構築はきわめて重要となる。

まちづくり分野における「住民参加」は、世田谷区や神

戸市等の先駆的自治体における1970年代ごろの取り組

みを皮切りにその後全国的にその重要性が指摘され、取

り組みが広まった。災害時における復興まちづくりにお

いてもその重要性は同様に認識され、阪神・淡路大震災

を含め近年の復興まちづくりにおいてもさまざまな「住

民参加」「合意形成」に係る手法が用いられている。

しかしながら、「復興まちづくり」は、平常時のまちづ

くりとは異なる２点の制約条件が存在する。１点目は、

復興まちづくりを進めることが被災者の恒久的な住宅確

保につながる観点からも、可能な限り早期に復興まちづ

くり事業を進める必要があることである。２点目は、参

加すべき「住民」が被害状況によっては他地域に移転して

しまい「まちづくり」の現場にいないことから、こうした

住民の意見の聴取や合意形成がより困難になるというこ

とである。

こうした制約条件があるがゆえに、復興まちづくりに

おける住民参加・合意形成は、平常時と比較しても非常

に困難なものとなり、平常時も含めてその対応を進めて

おくことが必要不可欠である。

本稿では、阪神・淡路大震災および東日本大震災の過

去の２つの大規模災害における復興まちづくりへの住民

参加・合意形成プロセスを概観し、課題や今後の方向性

について論ずる。

なお、被災地における「復興まちづくり」には、広域レ

ベル（市町村レベル）における「復興計画」と、より地域

レベルにおける狭義の「復興まちづくり事業」の２つがあ

り、本稿では、この２つの「復興まちづくり」について取

り上げることとする。

ここでは、阪神・淡路大震災での「復興まちづくり」に

おける合意形成について、神戸市の事例をもとに整理する。

（１）「復興計画」における住民参加の概要

①神戸市における復興計画策定のプロセス

阪神・淡路大震災では、国の復興予算の概算要求時期

との関係もあったことから、発災後６ヵ月間を計画策定

の期限として計画づくりが進められることとなった。ま

た、計画策定にあたっては、阪神・淡路復興委員会の提

2 阪神・淡路大震災での「復興まちづくり」
における合意形成の概要

図表１　本稿で取り上げる「復興まちづくり」

資料：三菱UFJリサーチ＆コンサルティング作成
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言により、立案は地元の県市に委ねられることとなった。

神戸市の場合、震災発生9日後の平成７年1月26日

に「神戸市震災復興本部総括局」が設置されており、復興

計画の策定が開始された。復興計画の策定はいわゆる「2

段階方式」１で策定された。すなわち、第1段階で「復興計

画ガイドライン」を同年3月27日の最終検討委員会で

の検討をへて発表し、第2段階でそれを具体化した「復

興計画」が策定された。

「復興計画ガイドライン」の策定のためには「神戸市復

興計画検討委員会」が設置されているが、同委員会は行

政と学識経験者の27人から構成されており、市民は含

まれていない。ただし、同ガイドラインの末尾には「この

ガイドラインを踏まえ、市民や市会議員、学識経験者、各

界の代表者、国等の関係機関などに参加頂く神戸市復興

計画新議会での審議や市民の提案募集などにより、幅広

い分野の人々の英知を結集し具体的な復興計画の策定作

業に早期に着手する」としており、同ガイドラインをもと

に、市民の合意形成を図り復興計画を策定することが明

確化されている。

「復興計画」の策定にあたっては、以下に示すように平

成7年3月23日～同年4月21日にかけて、幅広く神

戸の復興に向けての提言募集を行い、結果的に郵送247

件、FAX60件、電子メール38件の意見が寄せられた２。

また、市政アドバイザー３に対する意識調査を実施してい

る。また、神戸市復興計画審議会では、合計100名の委

員のうち、市民代表が25名参加している。

②復興計画策定における住民参加の実態

幅広く市民から意見を募集するというプロセスと、最

終的な意思決定の場である審議会に市民を巻き込むとい

う観点での住民参加のプロセスを行っている。

一方で、後述する東日本大震災での事例と比較すると、

アンケート調査等を実施していないことなど、広く一般

的な市民の意見を募集するという観点は必ずしも強くな

かったのが実態である。

（２）「復興まちづくり事業」における住民参加の概要

①神戸市における復興まちづくり事業の概要

神戸市では、被災後都市計画局と住宅局での被害調査

の結果をもとに、復興まちづくり事業について大きく3

つの考え方で整理した。具体的には、まず、既成市街地の

中で特に被害が甚大で生活の基盤整備が遅れ、防災面等

図表２　神戸市復興計画の経緯

平成７年１月１７日　阪神・淡路大震災発生
平成７年１月２６日　神戸市震災復興本部設置
平成７年２月　７日　神戸市復興計画検討委員会設置、開催
　　　　　　　　　　　　 分科会（市民生活、都市基盤、安全都市基準）設置
　　　　　　　　　　　　 （委員会・分科会合計14回開催）
　　　　　　　　　　　　 復興計画策定のためのガイドラインの検討・作成
平成７年３月２３日　神戸の復興に向けての提言募集（～４月２１日）
平成７年３月２７日　神戸市復興計画検討委員会（第３回）
　　　　　　　　　　　　 「神戸市復興計画ガイドライン」発表
平成７年３月２８日　復興計画についての職員特別提言募集（～４月２１日）
平成７年３月２９日　市政アドバイザー意識調査実施（～４月７日）
平成７年４月２２日　神戸市復興計画審議会設置、開催
　　　　　　　　　　　　 小委員会（市民生活、都市活力、安全都市）設置
　　　　　　　　　　　　 （審議会、小委員会合計１２回開催）
　　　　　　　　　　　　 神戸市復興計画の審議
平成７年６月２６日　神戸市復興計画審議会（第3回）開催
平成７年６月２９日　神戸市復興計画審議会会長から市長答申
平成７年６月３０日　「神戸市復興計画」発表

出典：神戸市ウェブサイト（http://www.city.kobe.lg.jp/safety/hanshinawaji/revival/report/）
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から早期に整備改善を図る必要がある地区や、土地の高

度利用や都市機能の更新が必要な地区に対して、土地区

画整理事業ならびに市街地再開発事業を適用したいわゆ

る「黒地地域」と呼ばれる地区があげられる。それ以外の

地区においても、2月16日に定めた神戸市震災復興緊

急整備条例により事業地域（黒地地域）を含む重点復興

地域（このうち黒地地域を除いたものを灰色地域と呼ぶ）

と、同地域を含む震災復興促進区域（これらのうち黒地・

灰色をのぞいた部分を白地地域と呼ぶ）に分類されるこ

ととなった。

このうち、黒地地域では「2段階方式」の都市計画手法

が採られている。これは、まず「第１段階（3/17の都市

計画決定）」では区域と主要な道路・公園のみの枠組みを

決定し、その後後述する協議会方式と呼ばれるまちづく

り協議会形式での住民参加・合意形成を図ったうえで、

補助幹線道路、主要な区画道路、街区公園を含めて「第２

段階」の都市計画決定を行い、区画道路を含めた「事業計

画決定」を行うというものである。

図表３　神戸市における震災復興まちづくり事業での地域区分

図表４　神戸市における震災復興事業区域

資料：三菱UFJリサーチ＆コンサルティング作成

資料：神戸市「阪神・淡路大震災　神戸復興誌」（2000年１月17日）をもとに、三菱UFJリサーチ＆コンサルティング作成
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②協議会方式による住民参加

第1段階から第2段階までに行われた協議会方式で

は、神戸市が従来から実施してきたまちづくり協議会方

式による検討が行われている。これは、昭和40年代後

半の須磨区板宿地区や長田区真野地区を嚆矢として市内

各地域において展開され、昭和56年には「神戸市地区計

画およびまちづくり協定等に関する条例（まちづくり条

例）」を制定して体系化することで次第に定着していった

ものであり、専門家(コンサルタント派遣）を行うことと、

地域で定めたまちづくり提案を踏まえた事業整備を行う

ことに特徴がある。

震災復興の場合では、それぞれの地区で、派遣された

まちづくりコンサルタントと協議会とが頻繁に会合を開

きながら、地区のまちづくり構想を市長への提案の形に

まとめ、市としてはまちづくり提案がまとまったところ

から事業計画を定めて事業を行うという形を取ってお

り、また、震災後できた協議会のほとんどが認定協議会

ではなかったものの、それらの協議会の提案に準ずるも

のとして扱われた。

③復興まちづくり事業における住民参加の実態

2段階方式の都市計画事業では、第1段階の都市計画

決定である事業区域や主要道路の決定に際して住民意向

の反映等が行われなかった。その点について、震災直後

さまざまな論文等を通じて論評が行われており、その評

価は必ずしも定まっていない。特にその後都市計画決定

をより遅らせることが可能となる法制度（被災市街地復

興特別措置法）ができたこともあり、その後のまちづくり

協議会方式における最初の場面において、事業の必要性

の理解から再度住民に対するいわば説得が必要になった

ということへの批判は見られている。一方で、行政や現

場支援を行ったコンサルタントからは、早期復興のため

にやむを得なかった方法論であるとの意見も出されてお

図表５　神戸市の協議会方式によるまちづくり

資料：神戸市「阪神・淡路大震災  神戸復興誌」（2000年１月17日）
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り評価は二分されている。

第2段階においては、その後の協議会方式における住

民参加では、多くの地域で図表６に示すようにコンサル

タントにより役員会だけで月に複数回を、さらにその間

に全体会等の説明会を開催する等、各協議会ごとに事業

内容について数多くの検討を踏まえて合意形成を図って

きた経緯がある。これは、神戸市が持っていたまちづく

り協議会方式という資産を有効活用した結果であり、丁

寧な合意形成活動が行われ、結果的に単なる事業計画に

とどまらないさまざまな「まちづくり」に対する議論まで

進められていく等、地域のまちづくりの進展につながる

動きにもなっている。

（１）「復興計画」における住民参加の実態

①復興計画における住民参加の概要

東日本大震災の被害を受けた東北3県の沿岸部の市町

村のうち、復興計画を策定している市町村は40市町村

にのぼる。このうち、市部について公表データで把握可

能な範囲で、住民参加手続の状況について把握したもの

が次の内容である。

内容を概観すると、阪神・淡路大震災時と異なり、住

民参加の形態はより多様化していることがうかがえる。

特に、市民から幅広く意見を募集する手法としてのアン

ケート調査、パブリックコメントはおおむね基本的な手

法として採用している事例が多い。

一方で、復興計画策定に係る委員会は、委員会の中に

市民を入れている場合と入れていない場合の双方が見ら

れた。ただし、前者の場合、別途市民委員会等の名称から

成る市民中心の会議を設置している例も見られている。

さらに、高校生以下の未成年の意見に配慮した取り組

み（作文募集や子どもを集めた会議の開催、子ども向けの

アンケート等）を実施している例も複数見られる。

一方、近年の総合計画等では比較的よく見られる取り

組みである住民ワークショップに関する取り組みは、策定

期間が限られていたこともあると思われるが、取り込んだ

事例は大船渡市や釜石市等ごく少数にとどまっている。

②特徴的な取り組み

ここでは、東日本大震災の被災自治体における合意形

成手法について、地区レベルでの懇談会の開催や既存コ

ミュニティ組織の活用等、アンケート調査やパブリック

コメント等の一般的な手法とは異なる事例を紹介しその

ポイントやプロセスを概観する。

（ａ） 岩手県宮古市～幅広い市民意向の把握のための市民

懇談会の開催

◆復興計画の策定状況

岩手県宮古市では、復興計画について「基本計画」と「推

進計画」の二部構成とすることとし、平成23年６月に検

図表６　土地区画整理事業地域における役員会の頻度（１月あたり、第１次まちづくり提案提出まで）

資料：まちづくり協議会報告資料より著者作成

3 東日本大震災での「復興まちづくり」
における合意形成概要
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討を開始し、基本計画については平成23年10月31日

に、推進計画については平成24年３月30日に策定して

いる。

さらに、岩沼市では、さらにその内容を地区ごとに具

体的な計画内容として整理する「地区復興まちづくり計

画」が策定されており、そこでは、被災戸数が多い地区で

はWS形式による「復興まちづくり検討会」を設置し、住

民の代表が地区計画の内容について検討し、市長に提言

する「検討会立ち上げ型」での検討を行う等、市民意向に

沿った形での計画策定が行われた。

◆復興計画の策定体制

専門的な見地からのアドバイスや多様な団体の参画に

よる市民意見を把握するため設置した「復興計画検討委

員会」を中心組織として、市側は庁内横断型組織である

「宮古市東日本大震災復興本部」が中心となり計画策定を

実施した。

住民との合意形成プロセスに関しては、後述する市民

懇談会の他、被災地域世帯に対するアンケート調査や、

関係団体との意見交換会も開催している。

◆幅広く市民意向を把握するための市民懇談会の開催

宮古市における取り組みの特徴のひとつとして、市民

懇談会による市民意見の集約があげられる。これは、市

長と地域住民による座談会形式による取り組みで、平成

23年６月23日～７月４日にかけて、13日程21会場

で実施し、市民約2千人が参加しており、かなりボトム

アップによる計画策定を試行したことがうかがえる取り

組みである。

（ｂ）岩手県釜石市～地区単位での合意形成の実施

◆復興計画の策定状況

岩手県釜石市では、総合計画が未策定であったことか

ら、今後のまちづくりの基本的な方向性を示す計画とし

て策定し、平成23年12月に議決を経て策定している。

◆復興計画の策定体制

復興計画策定のための中心組織は、市内の多様な分野

から代表者が参加する「復興まちづくり委員会」となる。

具体的に市民意見を収集する場としては、被災地区ごと

に設置した「復興まちづくり懇談会」（詳細後述）を設置

し、さらに、専門的な提言を得るための組織としての「復

興プロジェクト会議」と「復興まちづくり委員会アドバイ

ザー」を設置する体制となっている。

◆ 地区ごとの合意形成を図るための復興まちづくり懇談

会と復興地域会議の設置

釜石市では、現地再建を大方針としたことから、それ

ぞれの地区単位での意見を重視するため、市の方針の説

図表７　東日本大震災における住民参加の状況

住民参加の状況
仙台市 アンケート調査、パブリックコメント、説明会、意見交換会、復興座談会
いわき市 津波被災市街地アンケート、パブリックコメント、津波被災地地区懇談会、検討市民委員会
石巻市 パブリックコメント、意見交換会、市民検討委員会
名取市 市民意向調査、パブリックコメント、地域懇談会、名取市新たな未来会議、震災復興市民100人会議
気仙沼市 パブリックコメント、震災復興市民委員会、作文募集(小中高）,地域協議会からの意見書提出
南相馬市 市民意向調査、パブリックコメント、市民説明会、復興市民会議
多賀城市 アンケート、骨子意見交換会、意見募集
宮古市 アンケート調査、パブリックコメント、市民懇談会、高校生との意見交換会、復興計画検討委員会
塩竈市 意向調査、パブリックコメント、震災復興検討委員会、地区懇談会
岩沼市 パブリックコメント、市民説明会震災復興会議
東松島市 アンケート、パブリックコメント、地区懇談会
大船渡市 アンケート、パブリックコメント、ワークショップ開催、子ども復興会議、地区懇談会
釜石市 復興まちづくりを考えるワークショップ、復興まちづくり委員会、復興地域会議、復興まちづくり懇談会、作文募集
久慈市 住民アンケート、ブリックコメント、意見交換会

資料：各種公表資料より、三菱UFJリサーチ＆コンサルティング作成
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明と住民側からの意見を収集する場として、被災21地

区ごとに「復興まちづくり懇談会」を開催した。この復興

まちづくり懇談会は、従前の組織をベースとして組織体

制を強化したもので、発災後５月から実質７ヵ月間で各

地区ごとに6回程度開催する等、地区単位での合意形成

を図っている。

また、震災以前から設置されていた「地域会議」をもと

にして、各町内会の代表を参加者とし、復興まちづくり

図表８　宮古市における復興計画策定体制

図表９　釜石市における復興まちづくり基本計画策定体制

出典：宮古市「宮古市の復興に向けた取り組み」

出典：釜石市「釜石市復興まちづくりワークショップ」配付資料
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懇談会での意見取りまとめ組織として「復興地域会議」も

設置し、被災地域内だけに設置する「復興まちづくり懇談

会」では拾い上げることのできない被災地区以外も含め

た市内全域からの意見集約・収集の組織として位置づけ

る等、きめ細かい合意形成プロセスを実現している。

さらに、被災者が多く、「復興まちづくり懇談会」とい

う形態で意見を出すことが難しい2地区については「釜

石市復興まちづくり集中ワークショップ」を各2回ずつ

開催し、復興にあたってどのようなまちにしていきたい

かといった将来イメージや、それに関連する復興計画に

ついての思いなどについての把握を行った。

（ｃ） 宮城県東松島市～従来のコミュニティ組織を基盤と

した合意形成

◆復興計画の策定状況

従来のコミュニティを重視していたため、バラバラに

移転して良しとするのではなく、「将来にわたり持続的に

生活可能な利便性の高いコミュニティをつくる」ことを

前提に、８割以上の同意を目指して復興計画を策定する

という考え方で復興計画を策定し、平成23年12月に計

画の基本方針部分の議決を行った。

◆復興計画の策定体制

前総合計画策定委員（公募委員を含む）、８つの自治協

議会役員からの推薦者、市内NPO団体、漁業団体、農業

団体、商工会、社協等地域関係団体と、有識者から成るメ

ンバーで構成される「復興まちづくり計画まちづくり懇

談会」を中心検討組織とした。

一方、東松島市では、従来から自治基本条例をもとに

８地区に予算をつける自治協議会制度を導入し、住民主

体のまちづくりを実施しており、当該制度を活用した「ま

ちづくり協議会」を設置し、さらに詳細な単位での「住民

懇談会」「住民意見交換会」を開催した。

◆従来の自治組織を活用した合意形成の実施

東松島市の復興計画を行ううえで、地域意見を吸い上

げるうえで基本の単位となったのは、８自治協議会ごと

図表10　東松島市復興計画策定体制

出典：東松島市「東松島市復興基本計画」
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に設置された「まちづくり協議会」であり、当該地域を巡

回してワークショップ形式で議論を行う「地区懇談会」を

開催している。地区懇談会は、延べ50～60回開催し、

将来のまちづくりのあり方や、現状のまちの課題等につ

いて検討を行った。

加えて、発災直後から、復興計画策定体制の構築に先

駆けて、避難所を回り、自治協議会よりもさらに小さい

地域で住民意見交換会、住民懇談会を開催し、意見集約

を行っている。

③小括

冒頭に整理した通り、復興計画策定の合意形成におい

て基本となるのは、アンケート調査による意向把握やパ

ブリックコメントによる意見収集等の、平時の合意形成

手法である。

一方で、今回事例として取り上げた通り、地域ごとの

住民の意見をより丁寧な形で集約し、計画策定に反映す

るような手法もとられている。これらは、平時の計画策

定であれば近年比較的よく見られる手法であるが、災害

復興における計画策定という観点では、阪神淡路大震災

当時には見られなかった特徴のひとつといえる。

これは、東日本大震災ではこの後紹介する防災集団移

転促進事業による復興まちづくりが次のステップとして

控えており、その結果地区ごとの具体的な復興方針が、

行政全体の復興計画とりわけ土地利用計画の中で重要な

要素を占めたことも、その要因のひとつであろうと考え

られる。しかしながら、全体計画を策定する中でこうし

たボトムアップでの住民意見の吸い上げを図ることは平

易な道筋ではなく、そこには行政における「地域単位での

復興の重要性」「合意形成の必要性」への強い認識があっ

たことも無視できない。

いずれの自治体においても、これらのより詳細な、地

域単位での合意形成を図ったことが必ずしも復興計画策

定の遅延にはつながっておらず、行政が強い意識を持っ

て、高い頻度でのコミュニケーションを図ってきたこと

が大きなポイントとなっている。

しかしながら、一方で、これらの自治体においても、さ

まざまな会議体の中での参加者の偏りや短期間での合意

形成の難しさ、さらにはマンパワーの不足等の課題も指

摘されている。また、地域単位での合意形成を重視しす

ぎると、市域全体でのあるべき姿・プランとの齟齬が発

生したり、そもそもとしてのあるべき姿やプランを提示

しにくくなる恐れもある。

こうした課題を解決するためには、後述するように、

復興計画のあり方や復興計画の合意形成のあり方につい

てあらためて問い直す必要がある。

（２） 高台移転によるまちづくり事業「防災集団移転促進

事業」における住民参加

①防災集団移転促進事業の概要

防災集団移転促進事業（以下、「防集事業」と表記）は、

災害が発生した地域や、災害危険区域として指定した地

域のうち、住民の居住に適さないとされる区域内の住民

が集団で移転することを支援する目的で定められた事業

である。要件としては、移転戸数が10戸以上であること

（ただし、東日本大震災および平成16年新潟県中越地震

では、「５戸以上」に緩和）とし、建築基準法第39条に基

づく災害危険区域のうち、「移転促進区域（住民の生命、

身体及び財産を災害から保護するため住居の集団的移転

を促進することが適当であると認められる区域）」等につ

いて定めた事業計画を策定し、国土交通大臣の同意を得

ることで、住宅団地の用地取得造成等に対し、事業費等

の補助（５分の４の補助）が得られるものである。

本事業の特徴は、第一に移転先を住宅団地、災害公営

住宅、住民自ら移転先を決定する個別移転のいずれかか

ら選択する形となること、第二に「移転促進区域」として

指定した場合は、市町村が土地の買取を行うとともに、

「災害危険区域」の一部として住宅の建築が禁止もしくは

制限されること、第三に住宅団地造成の際、団地造成の

み（周辺道路、排水路等整備を含む）が対象となり、住宅

建築そのものは住民が実施することとなること等が挙げ

られる４。

過去の災害においては、古くは昭和47年の秋田県豪

雨災害（河辺町）において本事業が実施されており、以降、
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豪雨・地すべり災害、地震・噴火災害等発生時にはほぼ

各年で実施されている。直近では、平成５～７年および

平成８～10年に雲仙・普賢岳噴火災害（島原市）、平成

６年に鹿児島県豪雨災害（溝辺町）、平成６～７年に北海

道南西沖地震災害（奥尻町）、平成13年に有珠山噴火災

害（虻田町）、平成17～18年に新潟県中越地震（小千谷

市）でそれぞれ本事業が実施されている。

② 東日本大震災における防災集団移転促進事業の実施状

況と課題

東日本大震災の被災自治体では、平成27年３月現在、

岩手県、宮城県、福島県、茨城県の４県16市11町1村、

計135地区（すでに事業完了の市町村を除く）で事業が

実施されているが、住宅として供給可能な時期別に見る

と、特に被災規模が甚大であった山田町、大槌町、釜石市、

大船渡市、陸前高田市（以上岩手県）、石巻市、女川町、名

取市（以上宮城県）等の一部事業では、平成30年度以降

の事業完了が予定される等、事業によって進捗状況に大

幅な遅延が見られ、被災地の復興を妨げる一因となって

いる。

東日本大震災では、津波災害により広域的かつ大規模

に被災したことで、被災自治体の多くで移転用地の確保

がより一層難しくなったことや、大規模造成工事や嵩上

げ工事が前提となっていること等が事業の大幅な遅れの

主要因となっている。しかし、こうした要因を除いてみ

ても、事業ごとの進捗状況には大きな乖離が見てとれる。

この背景には、住民の合意形成を核とする本事業の性格

上、「住民の合意形成のあり方」が根幹的な問題として存

在している。

③ 防災集団移転促進事業における住民合意形成の位置

づけ

防集事業における住民合意形成は、先に述べた復興計

画の策定プロセスにおけるそれとは性質をまったく異に

するものである。防集事業の実施主体は市町村であるが、

特に住宅団地を建設する場合、土地を購入もしくは借地

し、住宅を建設し、住まうのは当然のことながら地域住

民であることからも、本事業においてどれほど地域住民

の合意形成が重要であるかは指摘するまでもない。

通常、事業は図表12に示すフローで進行するが、特に

方針検討や計画策定にあたっては、住民の意向を適切に

踏まえ、反映させたものを行政計画として示せるかが極

めて重要となる。

図表11　防災集団移転促進事業の概要

１．事業主体 ・市町村

２．事業計画の策定
・ 市町村は、移転促進区域の設定、住宅団地の整備、移転者に対する助成等について、国土交通大臣に協
議し同意を得た上で、集団移転促進事業計画を策定

・移転促進区域については、建築制限を行う

３．補助対象

①住宅団地の用地取得造成
②移転者の住宅建設・土地購入に対する補助（借入金の利子相当額）
③住宅団地の公共施設の整備
④移転促進区域内の農地等の買取
⑤住宅団地内の共同作業所等
⑥移転者の住居の移転に対する補助

資料：国土交通省ウェブサイト等より、三菱UFJリサーチ＆コンサルティング作成
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④ 東日本大震災の被災自治体において質の高い住民合意

形成がなされた事例

以降では、東日本大震災の被災自治体において、特に

質の高い住民合意形成の取り組みがなされ、事業が極め

てスピーディに進捗した５事例を取り上げ、そのポイン

トやプロセスを概観する。

（ａ）岩手県宮古市田老地区

◆地域概況と被災状況

岩手県宮古市田老地区（旧田老町）は人口約4,000人

の集落で、かつて明治三陸津波で人口の半数以上が亡く

なる甚大な被害を受け、その後の昭和三陸津波ののち、

昭和９年頃から約20年をかけて、のちに「日本一」と謳

われる高さ10メートル、総延長約2.5キロメートルに

も及ぶ「X字」型の巨大な防潮堤を築いた。しかしながら、

東日本大震災の津波でその高さを優に超える20メート

ルもの津波災害に見舞われ、防潮堤の一部が破壊される

とともに、守られるはずの集落は壊滅的な被害を受けた。

◆復興パターン案４案の提示

こうした被災状況を受け、宮古市は、被災後早い段階

で、県による防潮堤整備を前提として津波シミュレー

ションに基づく復興パターン案を４案提示した。

図表12　防災集団移転促進事業実施の流れ

資料： 国土交通省「東日本大震災の被災地で行われる防災集団移転促進事業パンフレット」より、
　　　三菱UFJリサーチ＆コンサルティング作成



過去の災害教訓からみたレジリエンス向上の可能性をめぐる論考

13

図表13　田老地区の復興パターン案

資料：国土交通省ウェブサイト等より、三菱UFJリサーチ＆コンサルティング作成
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◆まちづくり方針の条例化による住民意識の醸成

東日本大震災の被災を受け、住民とまちづくりの方針

を共有するための方法として条例化を行った。最大クラ

スの津波（東日本大震災時に発生した規模の津波）浸水に

より、建物の被害が予想される区域を災害危険区域とし

て指定し建築を制限することで、今後、津波が発生・浸

水した場合でも住民の生命、財産を守り、地域全体が壊

滅的な被害を軽減するため、「宮古市災害危険区域に関す

る条例」（平成24年10月24日制定）を制定した。

◆ 住民意向に寄り添った再建案をベースとしたまちづく

りの実施

４案を提示したものの、多様な被災様相に比例して住

民の住宅再建意向も多様化した。これを受け、市は、高台

移転を希望する場合には高台への移転を、現地再建を希

望する場合には防潮堤の高さを鑑みながら必要に応じて

嵩上げ等を行うことで現地再建が可能となるよう制度設

計を行い、住民の住宅再建意向に沿ったまちづくりを行

うこととした。

具体的には、市の災害危険区域を予想浸水深別に３種

類に区分し、建物の構造により現地再建が可能となる区

域を設けることで再建方法の選択の幅を広げた。浸水深

が浅い区域については、住民意向を踏まえ、現地再建か

高台移転の選択が可能とし、現地再建希望者のためには

嵩上げを行い、高台移転希望者には団地を計画した。そ

の結果、住民意向を束ねながらまちづくりを行うことで、

よりコンパクトなまちづくりと自力再建に向けた環境支

援が可能となった。

◆被災規模別の２種類の住民合意形成手法の使い分け

東日本大震災から約半年後の平成23年９月には、住

民意向を把握し、まちづくり計画に反映するための方法

として、被災規模に応じて２種類の住民合意形成手法を

使い分ける形で、住民合意形成を開始していた。

図表15　復興まちづくり検討会規約

（目的）

第１条 　田老地区復興まちづくり検討会（以下「検討会」という。）は、東日本大震災により甚大な被害を受けた田老

地区において、再び津波により人命が失われることがないまちづくりを進め、活気があふれる地区の復興を実

現するため、広く住民及び産業等関係者（以下「住民等」という。）の意見や地区の特性をふまえた住民主体の

地区復興まちづくり計画（以下「復興まちづくり計画」という。）を策定し、宮古市に提案することを目的とする。

出典：宮古市「田老地区復興まちづくり検討会　規約」

図表14　宮古市における災害危険区域の区域種別と建築制限の方針

区域 種別 予想浸水深 区域区分 建築制限の方針
予想浸水心が１
ｍ以上の箇所を
含む区域（災害
危険区域）

第1種 概ね２ｍ以上の
区域

予想浸水深２ｍ以上を含む、地
形地物により区画された区域

住宅の建築禁止

第2種 概ね１ｍ以上２
ｍ未満の区域

予想浸水深１ｍ以上を含む、地
形地物により区画された区域

住宅の建築構造規制
強固な建物で1回に居室がないもの、または基礎の
高さが道路から一定程度（1.5ｍ）以上のものに限
り建築を認める

第3種 概ね１ｍ未満の
区域

地形地物により区画された第1
種または第2種区域の周辺区域

住宅の建築構造規制
基礎の高さが道路から一定程度（0.5ｍ）以上のも
のに限り建築を認める

予想浸水深が１
ｍ未満の区域

災害危険区域を設定しない

出典：宮古市「宮古市災害危険区域に関する条例の骨子について」
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具体的には、全33地区のうち、被災戸数が100戸以

上の地区では、WS形式での検討を中心とする「復興まち

づくり検討会」を設置・開催（検討会立ち上げ型（10地

区））し、住民主体で復興まちづくり計画を検討し、市長

への提言を行った。一方、残りの被災戸数が40戸未満の

地区については、全住民を対象とした「意見交換会」を開

催し、被災住民には個別に意向確認を実施し、適宜計画

に反映させる「全体協議型」（23地区）を実施した。

◆「復興まちづくり検討会」による検討プロセス

「復興まちづくり検討会」では規約を作成し、住民主体

で計画策定に取り組むこと、取りまとめた策定案を市に

提案することを明示した。検討会への参加住民は、自治

会、消防団、商店街、PTA役員等から選出された住民で

ある。なお、田老地区においては、すでに住民主体のまち

づくりを行うべく、自治会主体で結成された「まちづくり

協議会」が存在していたため、この組織を検討会に発展さ

せた。

図表16　田老地区復興まちづくり検討会における検討経緯

出典：宮古市「第３回田老地区復興まちづくり検討資料」
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「復興まちづくり検討会」による検討は、主にワーク

ショップ形式で再建案やゾーニング、まちの将来像につ

いて検討を行い、住民案として作成したうえで市長に提

言し、そのうち対応可能な内容を計画に反映する手法と

した。全４回の会議を予定していたが、田老地区では４

回ではまとまらず、計７回開催した。また、検討会のなか

で、「内覧会」として、復興まちづくり計画（素案）を広く

住民に公開し、意見募集するプロセスを踏んでいる。こ

のほか、検討会の検討経緯や出された意見を取りまとめ

て周知するため、「復興まちづくり便り」を地区別に作成

し、市内に全戸配布して周知している。

（ｂ）岩手県釜石市花露辺地区

◆地域概況と被災状況

釜石市の沿岸部は、国立公園に指定された美しいリア

ス海岸が続き、点在する浜ごとに漁業集落が形成され、

特に花露辺地区は約70世帯と小さな集落ならではの独

特の連帯感の高い強固なコミュニティを築いてきた。一

方、地理的には、市域全体で見ても、リアス海岸の後背地

真後には山々が連なり、約400平方キロメートルの市域

のうち、可住面積は約50平方キロメートルと１割程度

で、このうち東日本大震災の浸水面積は７平方キロメー

トルにも及び、漁業を生業とする多くの住民にとって甚

大な被害となった。

◆地域発、行政への要望書の提出と移転先の提案

花露辺地区は強力なリーダーシップを有する自治会

長のもと、住民の意向を取りまとめた要望書を震災から

３ヵ月後の６月に市に提出した。市域の大部分が浜の背

後に山間が広がる地形であったことから、釜石市として

も移転候補地の選定に苦慮していたところ、花露辺地区

から移転候補地の提案があったことを受け、その候補地

への移転を前提とした検討がスムーズに進んだ。

地域から提案された候補地は、もともと漁村センター

があった場所で、これを廃止して住民の居住にあてると

いう判断が住民提案でなされたものである。

◆ 町内会長の強力なリーダーシップによる円滑な合意形

成

花露辺地区は、町内会長のリーダーシップのもと、地

区で独自に意向調査を実施し、早い段階で住民間の意識

図表17　釜石市花露辺地区復興土地利用計画図（案）

出典：釜石市「花露辺地区まちづくり協議会・地権者連絡会」資料
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のすりあわせが行われていた。これは、小さな漁業集落

であったこと以上に町内会長への住民の信頼が非常に

厚かったこと、町内会長が的確にリーダーシップを発揮

し住民意向を取りまとめたことが、他地区と比較しても

群を抜いたスピードで合意形成を円滑に進める原動力と

なった。

◆早期からの住民意向に基づくまちづくり方針の決定

発災直後から地区ごとに住民意見を把握した結果、集

約型での新たなまちづくりではなく、従来住んでいた地

域での現地再建意向が強く示されたことを受け、現地再

建を前提として復興まちづくりを行うこととした。

◆ 住民・事業者・地権者からなる「復興まちづくり協議会」

と地権者を対象とした「地権者連絡会」の２部制の採用

釜石市は、被災した21地区ごとに住民合意形成のた

めの組織として、「復興まちづくり協議会（以下、「協議

会」）」および「地権者連絡会」を組成し、地域住民をはじ

めとした事業者、さらには移転用地を所有する地権者と

も議論を重ねながらまちづくり計画を進める環境を整備

した。

協議会は、前出の復興計画策定時から継承された組織

で、住民のための合議体であると同時にすべての住民に

対して行政が情報提供を確実に行うための場として機能

した。また、協議会に市長が出席することで、協議会で出

された一定の結論の意味をより意義あるものにした。

一方、釜石市の特徴は、住民合意の前に必ず必要とな

る地権者との合意形成・協議をスムーズに行うために「地

権者連絡会」を設置したところにある。まずは地権者連絡

会で協議を行ったうえで協議会を開催することで、地権

者以外の住民意見を把握してその意向を地権者に伝える

とともに、地権者の意向を踏まえることで、住民の合意

形成をより現実的なものとすることが可能となった。

花露辺地区については、浸水域を災害危険区域として

指定し、コミュニティ拠点と居住地域を高台へ移転する

一方、浸水しない道路の設置や避難路の設置、災害危険

区域の一部を漁業者の作業場として活用する等、漁業集

落ならではの住民ニーズを満たすかたちでまちの再建が

行われている。

（ｃ）宮城県仙台市

◆ 地域概況と被災状況

仙台市の被害状況は大きく、沿岸部の津波被害と丘陵

図表18　復興まちづくりの検討組織

出典：釜石市資料
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部の宅地（地すべり）被害に大別される。津波による被害

は沿岸に位置する宮城野区、若林区の沿岸部に集中して

いる。宮城野区は、仙台塩釜港を有しており、住商農が混

在している。一方、若林区沿岸部は農地・田園地域が広

がる地域である。浸水被害を受けたのは約8千世帯で、

このうち農家が約1千世帯を占める。

◆ 早期からの住民意向の把握

復興計画の策定と並行して、津波被災者に対する「住民

意向アンケート」（平成23年5月・10月）による意向把

握を実施するとともに、「東部地域まちづくり説明会」（平

成23年8月・9月）を実施し、津波浸水シミュレーショ

ン結果の説明や防災集団移転促進事業の概要、移転対象

地区案等の提示等を行った。

◆ 災害危険区域の指定と防災集団移転促進事業の実施の

決定

平成23年11月30日に復興計画を策定した後、平成

23年12月16日に計画に基づき議会において災害危険

区域を指定し、翌日から「防災集団移転促進事業に関する

説明会（第1回）」を開催した。その後、防災集団移転促

進事業等に関する意向調査を行いながら、同事業の実施

を決定した。

◆ 市のまちづくり方針と移転先の自由選択方式の採用

市としては、住民意向を踏まえつつ、震災前から機能

集約型のまちづくりに取り組んでおり、その考え方に基

づき、コミュニティの維持を図りながら、東部地域の被

災地から市内の３つの東西方向のラインに沿って、おお

むね中学校区単位の中で西部地域に移動する方針で移転

候補地を検討した。

移転元との土地の価格差や農業に従事する被災者等に

配慮し、市街化調整区域内の移転先を想定し、さらに可

能な限り既存集落に隣接することを意識した。それ以外

にも区画整理事業を着手あるいは事業化しようとしてい

る箇所についても、移転候補地として提示した。具体的

な移転候補地については、市側から提示を行い、説明会

や個別相談会等で意見を把握しながら確定し、最終的に

絞った移転候補地から被災者に選択してもらう方式を採

用した。

図表19　仙台市東部地区における災害危険区域の設定と移転先

注：区域Aおよび区域Bについては独自制度による支援
資料：仙台市復興事業局震災復興室「仙台復興リポート  vol.13」（2013.11.21）
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◆ きめ細やかな相談対応の実施

平成24年1月から対象住民に対し、個別相談会を複

数回に分けて実施した。個別相談会では、防集事業での

支援内容や負担額の想定等について、被災者ごとに個別

に相談対応した。

また、「防災集団移転促進事業に関する説明会（第2

回）」を開催し、移転先周辺地域の情報提供や買取価格提

示等、移転にかかる情報提供を中心に実施した。「防災集

団移転促進事業に関する個別相談会」については、被災地

または仮設住宅近隣で人が集まりやすい場所に会場を設

定し、ブースを設け、おのおのに職員を配置して対応し

た。相談時間は１人あたり1時間を基本とし、被災者の

入れ替わりや相談時間の延長等を考慮し、30分の余裕を

みた。個別相談会は計７回開催し、延べ2,600件の相談

を受け付けた。

◆ 「申出書」による意向確認

移転先を移転希望者が自由に選択できる方式としたこ

とで、事業計画を作成するうえでは、被災者の移転希望

先等について詳細に確認する必要があったことから、震

災から1年経過後の平成24年3月に「申出書」を被災者

に作成・提出してもらった。なお、申出書の記入につい

ての説明会も開催した。

◆ 目的に応じた移転先確定前後での住民ニーズ把握方

法・形態の変更

移転先決定以前は、多くの住民に対して情報を提供し

検討してもらうため、住民全体を対象とした「説明会」を

住民との意思疎通の場としていたが、移転先確定後は、

移転先ごとの移転希望者を対象としたワークショップま

たは説明会形式で今後のまちづくりの検討を行う「まち

づくり意見交換会」とし、より個別具体のニーズ把握が可

能な形とした。

（ｄ）宮城県岩沼市玉浦西地区

◆ 地域概況と被災状況

岩沼市は、人口約４万人、田園地区と工業地区が混在

する都市で、西部の山間地域から東部の太平洋岸に至る

までなだらかな平野が広がっている。東日本大震災では

沿岸部を中心に市域の約50％が浸水する被害を受けた。

◆ 被災後早期からの住民意向把握のための「６地区代表

者会議」の立ち上げと移転先の決定

震災直後から被災した６地区の町内会長、区長、町内

図表20　６地区代表者会議における検討経緯

期日 協議内容
平成23年 ４月18日 被害状況について、今後の対応について

５月2日 地盤沈下について、支援制度について、復旧・復興について
６月21日 集団移転に関することについて、復興グランドデザイン（案）について
10月４日 これまでの懇談経過について、集団移転先候補地について
11月２日 集団移転先候補地について、第1回個別面談調査について
12月22日 第1回個別面談調査結果について

平成24年 ２月16日 集団移転に係る各種金額・移転促進区域等の考え方について
4月９日 集団移転に関するスケジュールについて、まちづくり検討委員会について
5月18日 第2回個別面談調査について
6月25日 第2回個別面談調査結果について
8月24日 移転先の地区配置等について
10月１日 まちづくり検討委員会報告書について、市独自支援策について
11月１日 かさ上げ道路法線について、災害危険区域について、移転促進区域について

平成25年 1月8日 集団移転の進捗状況（支援制度、元地買収、災害危険区域等）について
2月25日 独自支援策、工事進捗状況、地区計画、千年希望の丘、展示場等について

出典：岩沼市「岩沼市の防災集団移転の事業概要等」
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会役員等から成る「６地区代表者会議」を立ち上げ、震災

から約１ヵ月後の平成23年４月18日に初回協議を開

催した。最終的に移転するか否かの最終決定は各集落の

意向に任せることとした。

この会議での決定を市としての決定事項とするため市

長または副市長が必ず出席する重要な会議として位置づ

けた。

◆ ６地区集約型による移転

６地区代表者会議で出された住民の要望をベースに市

で取りまとめた移転先の候補地を各地区に提示し、調整

した結果、いずれの地区の提案にも共通して含まれてい

た玉浦西地区を、６地区集約型での移転先として平成23

年11月に決定した。移転先の小中学校の学区が移転前

と同一学区内であったこともスムーズな合意形成を後押

しした。

◆ ２度の個別面談調査とまちづくりアンケート調査によ

る細やかな意向の把握

平成23年12月１日～22日に地権者交渉と並行し

て第1回個別面談調査を実施し、詳細な移転希望やニー

ズを把握し、戸数調整を実施した。個別面談調査時には

図表21　岩沼市における６地区集約型移転の概要

出典：岩沼市「玉浦西地区防災集団移転促進事業概要」
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国・県からの情報を収集し、可能な限り提供することで

移転戸数の把握に努めた。その後、国の事業制度が確定

した平成24年５月～６月にかけて、最終的な意向調査

という位置づけで第2回個別面談調査を実施した。

これに加え、アンケート調査を実施し、移転先の玉浦

西地区へ移転を希望する住民、玉浦西地区以外へ移転を

希望する住民、さらに移転先である玉浦西地区周辺に住

む住民の３層を対象として、将来のまちづくり、コミュ

ニティのあり方や、地域に必要な施設についての意向調

査を実施している。

◆ 「地区懇談会」による移転対象地区住民への丁寧な説明

さらに、計約30回程度地区別に懇談会を実施し、制度

に関する説明等を実施した。防災集団移転促進事業の説

明は複雑で1回の説明会で理解が得られる性質のもので

はないことを踏まえ、住民からの要望があった場合や、6

地区代表者会議からの依頼があった場合等、必要に応じ

て職員が地域へ足を運び、つど説明を行う体制を取って

いる。

◆ 住民主体でのまちづくり検討のための仕組み「玉浦西

地区まちづくり検討委員会」による検討

集団移転を単なる「宅地造成」としてではなく、「世代

交代しながら未来に引き継がれる持続可能なまちづくり

を行うもの」であることと位置づけ、住民主体で検討を

行ってもらうため、「玉浦西地区まちづくり検討委員会」

（平成24年６月）を設置し検討を行った。メンバーは移

転対象地区住民、移転先周辺地区住民、有識者、アドバイ

ザーで構成され、移転対象地区代表者は被災６地区から

３名ずつ選出した。その際、多様な市民の声を反映する

ため、「区長」「女性」「40歳代までの若者」の視点で参加

者を選出してもらうよう配慮して選出された。

また、検討委員会では、住民が近い将来実際に生活す

るまちのイメージを描きやすいような工夫が細部になさ

れた。具体的には、模型や地図を用いながらの検討に加

え、最終的に世帯ごとの画地割りまで決定したうえ、模

型化することで、実際の居住の具体的なイメージを持ち

ながら検討を行うことに重きが置かれた。

図表22　まちづくりアンケート調査の実施概要

出典：岩沼市「岩沼市防災集団移転促進事業「玉浦西地区」のまちづくり」
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◆ 従前のコミュニティやつながりに配慮したまちづくり

土地利用計画の検討にあたっては、従前のコミュニ

ティや地域住民間のつながりを維持するため、従前の地

区ごとに区割りを行い、地区単位で移転を行っている。

一方、新たにできるまちの周辺地域の住民とも交流の機

会を設け、あらたなまちが従前の地域に溶け込みやすい

よう配慮されている。

（ｅ）宮城県東松島市

東松島市は旧矢本町と旧鳴瀬町の合併により平成17

年に誕生した比較的新しい自治体で、人口は約４万３千

人である。自治基本条例に基づき、平成21年度から市内

８地区ごとに自治協議会組織を設置し、地域の自治活動

を推進してきた。仙台市、石巻市にほど近いことからベッ

ドタウンとしての性質と、沿岸部は漁業・養殖業等を中

図表23　玉浦西地区のまちづくりの展開方針

図表24　まちづくり検討委員会における玉浦西地区土地利用計画の検討経緯

出典：岩沼市「岩沼市防災集団移転促進事業「玉浦西地区」のまちづくり」

出典：岩沼市「岩沼市防災集団移転促進事業「玉浦西地区」のまちづくり」
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心とする漁業集落としての性質をあわせ持つ。東日本大

震災では、沿岸部を中心に甚大な被害を受け、全世帯の

約４割が全壊被害、市域全体の約４割が浸水した。

◆ 避難所巡回時点からの住民意見の把握

市庁舎が機能停止に陥るとともに周辺の被災状況も酷

かったことから、「できることをする」という方針のもと、

発災直後の3月時点から、復興計画策定体制にさきがけ

て避難所を回り、住民意見交換会（地区によっては「住民

懇談会」と表記）を開催し住民意向を把握した。

◆ 自治協議会組織を核とした「まちづくり協議会」と詳細

な地区単位の「住民懇談会」「住民意見交換会」の併用

前述の通り、東松島市では住民自治による地域主導

のまちづくりを行ってきたこともあり、強固なコミュニ

ティ組織である自治協議会の存在が復興まちづくりの

核となり基礎となることで、復興まちづくりの推進力と

なった。協議会を活用し、８自治協議会ごとに「まちづく

り協議会」を設置し、説明会方式で、行政案の説明を行っ

た。平行して、行政区単位で分割した地区ごとに「住民懇

談会」「住民意見交換会」（いずれも意見交換会）を開催し、

行政案の説明に注力している。

◆ 住民との対話組織「地区懇談会」を核とした合意形成

市外避難者との連絡を確保できるようになった平成

23年８月以降、自治協議会を単位とした地区懇談会を開

催し、具体的な移転先や移転方法について詳細な検討を

行うこととした。まちづくり協議会・懇談会が説明会方

式であったのに対し、地区懇談会は、ワークショップ等

による対話方式で検討を進めた。

その際、参加者調整は従前からコミュニティ運営を

担っていた自治協議会が実施したこともあり、非常に高

い参加率を得られ、その結果が高い同意率につながった。

図表25　東松島市復興まちづくり構想案

出典：東松島市「東松島市復興基本計画」



首都直下地震・南海トラフ巨大地震にどう備えるか

24 季刊  政策・経営研究　2016  vol.1

また、住民に提示する案の作成にあたっては、事前に

役員と協議のうえ素案を作成することで、より住民の意

向に近いものを提示し、合意形成を円滑に進められるよ

う工夫している。

◆ 地区懇談会での住民案をもとにした移転先自由選択方

式の採用

「地区懇談会」で取りまとめられた住民意向が多様で

あったことから、地区ごとに移転先を決めるのではなく、

行政が示した７つの移転先候補地から、住民が移転先を

自由に選択できる方式とした。

実際にはもともとのコミュニティを重視する住民が大

半を占めていたが、一部利便性等の観点から他地域への

移転を希望する住民もおり、選択の幅を狭めることは将

来的な人口流出につながるととらえ、選択方式としたも

のである。

⑤小括

岩手県宮古市、岩手県釜石市、宮城県仙台市、宮城県岩

沼市、宮城県東松島市の５つの防災集団移転促進事業に

おける住民合意形成のプロセスとポイントを概観してき

たが、ケース間の共通点が見て取れる。第一が「従前のコ

ミュニティ力」である。いずれのケースにおいても、各集

落単位での合意形成が独自に可能な組織体・自治組織が

確立されていることが、合意形成のスピードや事業進捗

のスピードに直結しており、従前から住民自治が盛んで

あったり、住民間のつながりや連帯感が強い等、コミュ

ニティ力がある地域であるといえる。第二が行政のコ

ミュニティに対する認識の強さである。いずれのケース

もいち早く住民の意向を把握し、それを反映させたもの

を行政案とすることで住民合意形成を円滑にしている。

特に岩沼市では、集約型の集団移転としたが、従前のコ

ミュニティを維持する配慮を怠っていない等、行政側の

コミュニティ維持のためのサポート力が、他の4市と比

較しても大きな差を生んでいるものと考えられる。最後

に、いずれのケースにおいても、行政と住民とのコミュ

ニケーションの頻度と質の高さが指摘できる。

しかし、こうしたコミュニケーションの頻度と質を

担保することは、被災者の住宅再建という最もスピー

ディーな対応が求められる防災集団移転促進事業の性質

とは、ともすれば相反するものともとらえられる。しかし

ながら、単なる住居の再建ではない「まち」の再建・復興

を考えるうえでは、こうした検討プロセスは、その後の

まちづくりを行ううえでも極めて重要なものであり、欠

くことができない。このため、住民の合意形成に費やす

時間を多く確保する一方、釜石市では地権者が多く、取

得が難航する恐れのある土地は避けて計画を行うといっ

た工夫がなされている。

一方、住民とのコミュニケーションの頻度と質の担保

を重視してしまうと、行政が描くまちづくりのあり方と

住民意向の結果とが異なる場合のすりあわせが難しくな

ることも懸念される。東松島市では、住民合意形成は成

功したものの、当初市が想定していた半島地域における

集約型のまちづくりは実現しなかった。短期的には住民

意向を尊重することが是であっても、長期的な視点では、

そればかりを肯定してはいられない。人口減少社会の中

で、復興の一環として小規模集落をそのまま維持し続け

ることが長期的な視点でも果たして是であるかについて

一定の解を得るには、住民との根気ある長い対話が必須

だろう。

本稿では、復興計画、復興まちづくり事業の2つの視

点からこれまでの合意形成プロセスについて整理した。

ここであらためて、合意形成の状況から見た状況と課題

について振り返り、その解決のための方向性について整

理したい。

（１） 復興計画策定プロセスにおける合意形成の状況か

ら見た課題と方向性

①現状と課題

復興計画は、計画行政の観点から考えれば、当該市町

村の復興に係る方針を明らかにし、施策を網羅的に位置

づけるものである。そのため、直接的な利害関係が発生

しないことから、復興まちづくり事業とは異なり、言葉

4 住民合意形成の状況から見た復興まち
づくりの課題と今後の方向性
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通りの「合意」を図ることは必要ではなく、むしろ、住民

意見の収集と集約が大きなポイントとなる。そのため、

一定程度の住民合意、住民意見の集約が必要とされるこ

とから、阪神・淡路大震災以降、アンケート調査やパブ

リックコメント、会議開催等の意見集約のためのツール

が活用されてきている。

加えて、東日本大震災では、住民意見の直接収集と合

意形成を図るという観点から、さまざまな地区単位での

意見交換会や検討組織の立ち上げが行われた事例が見ら

れる等、阪神・淡路大震災当時からは一歩踏み込んだ合

意形成が行われた。

しかし、本文でも見た通り、こうした合意形成・意見

収集は行政側に大きなマンパワーが必要となるため、で

きるだけ早期に実施しなければならない復興計画策定と

いう命題に対して、大きなハードルとなり得る。加えて、

被災直後で自らの生活再建の見通しがない中で、住民が

都市全体の復興方針や復興計画について考慮することは

困難であり、そうした中で復興計画における合意形成を

どの段階まで実施しておくべきかの見極めは非常に困難

となるといった課題がある。

また、その手法においても、通常の計画時にも指摘さ

れているような、住民意見を表明する年齢層が偏りがち

になるだけではなく、他地域へ移住する住民が発生する

等復興計画特有の課題もあり、住民意見の偏りを防ぐこ

とが難しい場合が多いといった課題も見られる。

②今後の復興計画のあり方に向けた提言

今回の取り組みの中でも見られたように、少なくとも

地区ごとの詳細な検討を行ううえでは、従前のコミュニ

ティがどの程度活用できるかという点が非常に重要とな

る。昨今の計画行政の流れとして、住民の意見収集をよ

り省力化するということは難しいと考えると、最大のポ

イントは計画策定や意見収集するためのコミュニティ力

をどのように事前に育てていくかである。

その際、単なる行政と住民との対話の窓口としての組

織ではなく住民自らが平素から町や地域に対する意見を

持ち得るような、まちづくり主体としてのコミュニティ

力を持つことが求められる。

一方で、復興計画そのもののあり方を見直し、合意形成

のあり方をとらえ直すというアプローチも考えられる。

東日本大震災の後に制定された「大規模災害からの復興

に関する法律」では、復興計画については復興区域、復興

の目標、人口の見通しや土地利用の基本方針、必要な復興

整備事業の内容等を盛り込むこととなっている。このう

ち必要な復興整備事業の内容については、ある程度被災

状況等を踏まえて検討せざるを得ない側面があるが、そ

の他の内容については、平常時のまちづくりの方針とな

る基本構想や基本計画の延長線上として一定程度検討が

可能な内容であり、一部ではこれらの内容と重複する可

能性もある。実際、東日本大震災の被災自治体では、復興

計画が総合計画にかわるもの、復興計画が総合計画の一

部を補完するもの、双方の考え方が混在しており、復興計

画の位置づけを明確にできていない状況も散見された。

また、復興まちづくりのための具体的な取り組みにつ

いても従来のまちづくりの方針である基本構想や基本計

画の延長線上として、災害が発生した場合の施策の優先

順位の変更や新たな施策の検討等を行うことで、一定程

度の検討を行うことができれば、十分な時間と意見聴取

を踏まえた「事前復興計画」の策定が可能である。そして、

当該計画をたたき台として被災後にさらなる具体的検討

を加えることで、復興計画策定そのものを省力化でき、

かつ従来の総合計画とも十分に整合した、復興計画を作

成することが可能となる。

レジリエンスの向上という観点でいえば、都市レベル

での復興の基本方針や考え方等、高い確率で発生が予想

されている南海トラフ巨大地震等の大規模災害を想定し

た内容について、検討を進めておくことが、最も有効な

方法ではないかと考える。

（２） 復興まちづくり事業における合意形成の状況から

見た課題と方向性

①復興まちづくり事業における課題

復興まちづくり事業においては、阪神・淡路大震災で

はそのプロセスに対する評価は二分しているものの、き
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め細やかな合意形成が必要という点は共通認識とされ

た。その結果、東日本大震災では、各地域共に非常にきめ

細やかな合意形成を図る努力が行われている。

こうした中、すでに見てきたように、合意形成が非常

にスムーズに行われた事例であっても、その後の事業実

施の期間を勘案すると、被災者の住宅再建という生活再

建の出発点ともいえる状況を達成するために、相応の期

間を必要としている。復興まちづくり事業の合意形成は、

復興計画とは異なり、たとえば住宅再建の場所や時期が

異なってくる等、直接的な利害関係が合意形成主体との

間で発生するため、合意形成そのものは必要不可欠であ

り、合意形成を可能な限り短期間に行っていくことが必

要不可欠である。

同時に、合意形成の「対象と範囲」についても課題と

なっている。実際に東日本大震災の被災地では、高齢化率

が非常に高い等、今後の集落維持が困難と想定される被

災地も数多く見られたが、多くの場合はそれらの集落が

統合されることなく、個別に再建されている。実際に岩

沼市のように、集落単位の移転希望先をあわせることで、

結果的に当初行政が意図していたような集落の集約に成

功した事例も見られるが、多くの被災地では集落ごとに

その移転先まで含めて個別の合意形成の対象となり、そ

の結果集約されることなく個別再建の道を進んでいる。

昨今の社会情勢を踏まえると、こうした個別再建は都市

全体としては大きな課題を残す結果となりかねず、市域

全体としての方針と、各集落ごとの居住者の意向とのす

りあわせも課題となる。

②今後の復興まちづくり事業に向けた提言

復興まちづくり事業における合意形成は避けて通れな

いプロセスである以上、合意形成プロセスを短縮するた

めの事前準備が重要なポイントとなる。東日本大震災に

おける取り組みの中でも見られたように、また阪神・淡

路大震災の事例でも指摘された通り、合意形成プロセス

を短縮するうえでもっとも基本となるのは、従前のまち

づくり活動やコミュニティを活用するという手法であ

る。

こうした観点から事前復興まちづくりの観点で、近年

住民の合意形成を進めるための手続きや組織づくりに

取り組んでいる事例が見られるが、こうしたまちづくり

に限らず、東松島市で見られたような住民自治協議会と

いった住民自治のための組織づくりも重要である。とり

わけ、単なる復興事業の推進だけではなく、将来的なま

ちの再建という大きな目標を見据えた場合、このような

多面的に活動できる組織形成が望ましい。

そのうえで、各地で実施されている事前復興まちづく

りのための模擬訓練は、実際の合意形成プロセスを擬似

的に体験できるとともに、ある想定のもとで事前に「復興

まちづくりプラン」を策定するものでもあるので、非常に

重要な取り組みといえるだろう。

その際、復興計画で定めるべきまち全体のあるべき姿、

例えば集落の集約方針や土地利用のあり方等について

は、事前に検討を行った上で、その結果を踏まえて個別

地区の事前の復興まちづくりのための模擬訓練へとつな

げていくことができれば、東日本大震災の復興まちづく

り事業で課題となった「合意形成の対象と範囲」をあらか

じめ明確にし、行政と住民とで共有することが可能とな

る。今後、こうした「合意形成の対象と範囲」の共有を通

じて、復興計画という広域的な視点と復興まちづくり事

業という各々の地域の個別の視点の双方を満たす「復興

まちづくり」の合意形成プロセスを、従前から構築してい

くことで、東日本大震災の経験を乗り越え、将来起こり

うる大規模災害への備えを万全なものにできるだろう。

【注】
１ 神戸市「阪神・淡路大震災  神戸復興誌」（2000年１月17日）
２ 辻雄史「神戸市復興計画の策定」（神戸都市問題研究所（編集）「震災復興の理論と実践」（1996年12月））
３ 神戸市では市政に対して潜在化している市民の意識を積極的に把握するため、住民基本台帳と外国人登録原票（当時）から無作為に抽出し
た20歳以上の市民に市民アドバイザーを委嘱していた。

４ 東日本大震災の場合、住宅敷地については、借地とするか、購入するかいずれかを選択することができる。



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Error
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments true
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile (None)
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 350
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 350
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<

    /BGR <>
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000410064006f006200650020005000440046002065876863900275284e8e9ad88d2891cf76845370524d53705237300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef69069752865bc9ad854c18cea76845370524d5370523786557406300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /CZE <>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ESP <>
    /ETI <>
    /FRA <>
    /GRE <>

    /HRV (Za stvaranje Adobe PDF dokumenata najpogodnijih za visokokvalitetni ispis prije tiskanja koristite ove postavke.  Stvoreni PDF dokumenti mogu se otvoriti Acrobat i Adobe Reader 5.0 i kasnijim verzijama.)
    /HUN <>
    /ITA <>
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020ace0d488c9c80020c2dcd5d80020c778c1c4c5d00020ac00c7a50020c801d569d55c002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /LTH <>
    /LVI <>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken die zijn geoptimaliseerd voor prepress-afdrukken van hoge kwaliteit. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /POL <>
    /PTB <>
    /RUM <>
    /RUS <>
    /SKY <>
    /SLV <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /TUR <>
    /UKR <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents best suited for high-quality prepress printing.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)
    /JPN <FEFF9ad854c18cea306a30d730ea30d730ec30b951fa529b7528002000410064006f0062006500200050004400460020658766f8306e4f5c6210306b4f7f75283057307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103055308c305f0020005000440046002030d530a130a430eb306f3001004100630072006f0062006100740020304a30883073002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d3067958b304f30533068304c3067304d307e305930023053306e8a2d5b9a306b306f30d530a930f330c8306e57cb30818fbc307f304c5fc59808306730593002>
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /ConvertColors /ConvertToCMYK
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /DocumentCMYK
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /DocumentCMYK
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice


